
平成２７年度

管理業務主任者試験問題

平成２７年１２月６日

次の注意事項をよく読んでから、始めてください。

（注意）

１ これは試験問題です。問題は、１ページから３２ページまで５０問です。

２ 試験の開始の合図と同時に、問題のページ数を確認してください。もし落丁や乱

丁があった場合は、ただちに試験監督員に申し出てください。

３ 解答は、別紙の解答用紙に記入してください。

４ 正解は、各問題とも１つだけです。複数の解答をしたもの、判読が困難なものは、

正解としません。

解答は、解答用紙の注意事項をよく読み、所定の要領で記入してください。

５ 問題中の法令等に関する部分は、平成２７年４月１日現在で施行されている規定に

基づいて出題されています。



【問 １】 マンション（マンションの管理の適正化の推進に関する法律（平成１２年法

律第１４９号。以下、本試験問題において「マンション管理適正化法」という。）第２

条第１号に規定するものをいう。以下、本試験問題において同じ。）の管理組合Ａ

（以下、本問において「Ａ」という。）の管理者Ｂ（以下、本問において「Ｂ」とい

う。）が、その職務に関し、Ｃ会社（以下、本問において「Ｃ」という。）との間で

取引行為をした場合に関する次の記述のうち、民法（明治２９年法律第８９号）、建物

の区分所有等に関する法律（昭和３７年法律第６９号。以下、本試験問題において「区

分所有法」という。）の規定及び判例によれば、正しいものはどれか。

１ Ｂが、Ａのためにすることを示さないでした意思表示は、Ｃが、ＢがＡのためにす

ることを知っていたときでも、Ｂがした意思表示の効果はＡに帰属することはない。

２ Ｂが、自己の利益を図るために職務の範囲内の行為をした場合には、Ｃがそのこと

を知ることができたときでも、Ｂがした行為の効果はＡに帰属する。

３ Ｂは、Ｂの職務に関しその代理権に加えられた制限について、その制限を知らなか

ったＣに対抗することができない。

４ Ｂが、職務の範囲外の行為をした場合において、Ｃが、Ｂの職務の範囲外であるこ

とを知ることができたときでも、ＣはＢがした行為の効果をＡに主張することができ

る。

１



【問 ２】 区分所有者Ａ（以下、本問において「Ａ」という。）が、マンションの管

理組合法人Ｂ（以下、本問において「Ｂ」という。）に対して管理費等を滞納して

いる場合に関する次の記述のうち、民法及び区分所有法の規定によれば、誤ってい

るものはどれか。

１ Ｂは、Ａに対する管理費等債権について、Ａの区分所有権及び建物に備え付けた動

産の上に先取特権を有するが、その回収に当たっては、まず建物に備え付けた動産か

ら弁済を受けなければならない。

２ ＡがＣから借りて一時的に建物に備え付けていた動産について、ＢがＣのものと知

らず、かつ知らないことに過失がなかったときは、Ｂは当該動産の上に先取特権を取

得する。

３ Ａが自ら建物に備え付けた動産をＤに譲渡し、Ｄがその引渡しを受けた場合、Ｂは、

その動産については、先取特権を行使することはできない。

４ Ａの区分所有権に、Ｅからの借入れのために抵当権が設定され、すでに登記も具備

されていた場合でも、Ｂは、先取特権の登記がなくても、Ｅに優先して弁済を受ける

ことができる。

【問 ３】 マンションの管理組合法人Ａ（以下、本問において「Ａ」という。）が、

区分所有者Ｂ（以下、本問において「Ｂ」という。）に対する管理費債権（以下、

本問において「本件被保全債権」という。）を保全するため、Ｂの債務者Ｃ（以下、

本問において「Ｃ」という。）に対する金銭債権（以下、本問において「本件代位

債権」という。）を代位行使する場合に関する次の記述のうち、民法の規定及び判

例によれば、誤っているものはどれか。

１ ＡがＣに対して、本件代位債権を代位行使する場合、本件被保全債権の範囲で行使

することができる。

２ 本件代位債権が国民年金受給権である場合、Ａはそれを代位行使することはできな

い。

３ Ａが、本件代位債権の消滅時効を中断させるには、本件被保全債権の弁済期が到来

しない間は、裁判上の代位によらなければならない。

４ ＡがＣに対して、本件代位債権を代位行使する場合、Ｂへ支払うように請求するこ

ともできるし、直接Ａへ支払うように請求することもできる。

２



【問 ４】 マンションの区分所有者Ａ（以下、本問において「Ａ」という。）が、そ

の専有部分をＢに賃貸している場合に、Ｂの賃料の支払いに関する次の記述のうち、

民法の規定及び判例によれば、誤っているものはどれか。

１ 第三者であるＣがＢの賃料を支払うことについて、Ｂが反対の意思を表示したとき

は、たとえＣがＢとの間に利害関係を有していても、Ｃは、Ｂに代わって賃料を支払

うことはできない。

２ Ａの債権者であるＤが、ＡのＢに対する賃料債権を差し押さえたにもかかわらず、

ＢがＡに賃料を支払った場合、Ｄは、それにより受けた損害の限度において、さらに

弁済をすべき旨をＢに請求することができる。

３ Ｂの賃料の支払いをＡがあらかじめ拒絶した場合、ＢはＡに、賃料支払いの準備が

できている旨を通知し、その受領を催告すれば、当該賃貸借の債務不履行の責任を免

れることができる。

４ Ｂの賃料の支払いをＡが受け取らない場合、Ｂは、当該賃料を供託すれば、当該賃

料債務を免れることができる。

【問 ５】 マンションの専有部分甲（以下、本問において「甲」という。）を所有す

るＡが、Ａの友人であるＢに甲を贈与する場合に関する次の記述のうち、民法の規

定及び判例によれば、正しいものはどれか。

１ 贈与は、当事者の一方が自己の財産を無償で相手方に与える意思を表示することに

よって成立するので、Ｂは、Ａに対し承諾の意思を表示する必要がない。

２ ＡがＢに、書面によらないで甲を贈与した場合、Ｂへの所有権移転登記が完了すれ

ば、その贈与は、撤回することができない。
か し

３ Ａは、甲に瑕疵があることを知っていた場合、その瑕疵についてＢに告げなかった

としても、Ｂに対して担保責任を負うことはない。

４ ＡとＢが、Ａが死亡したときに甲を贈与する旨の契約を締結する場合、遺贈の規定

が準用されるので、公正証書による贈与契約書を作成しなければならない。

３



【問 ６】 Ａが所有するマンションの専有部分甲（以下、本問において「甲」とい

う。）を賃借するＢが、第三者であるＣに、当該賃借権を譲渡又は甲を転貸した場

合に関する次の記述のうち、民法、借地借家法（平成３年法律第９０号）の規定及び

判例によれば、正しいものはどれか。

１ Ｂが、Ａの承諾を得てＣに転貸した場合、Ａは、Ｂに対する賃料額を限度にＣから

支払いを受けることができる。

２ Ｂが、Ａの承諾を得てＣに転貸した場合、ＡＢ間の賃貸借契約がＢの債務不履行に

より解除されたときは、Ａは、Ｃに催告をして弁済の機会を与えなければ、賃貸借の

終了をＣに対抗することができない。

３ Ｂが、Ａの承諾を得ないでＣに譲渡した場合、それがＡに対する背信行為と認める

に足りない特段の事情があるときでも、Ａは、Ｂとの間の賃貸借契約を解除すること

ができる。

４ ＢからＣへの譲渡に関して、Ａに不利となるおそれがないにもかかわらず、Ａが当

該譲渡を承諾しないときは、裁判所は、Ｂの申立てにより、Ａの承諾に代わる許可を

与えることができる。

【問 ７】 マンション標準管理委託契約書及びマンション標準管理委託契約書コメン

ト（平成１５年４月９日国総動第３号。国土交通省総合政策局長通知。以下、本試験

問題において「マンション標準管理委託契約書」という。）の定めによれば、管理

事務（マンション管理適正化法第２条第６号に規定するものをいう。以下、本試験

問題において同じ。）に要する費用の負担及び支払方法に関する次の記述のうち、

最も不適切なものはどれか。

１ 定額委託業務費とは、委託業務費のうち、その負担方法が定額でかつ精算を要しな

い費用をいう。

２ 定額委託業務費以外の業務費については、管理組合は、各業務終了後に、管理組合

及びマンション管理業者（マンション管理適正化法第２条第８号に規定する者をいう。

以下、本試験問題において同じ。）が別に定める方法により精算の上、マンション管

理業者が指定する口座に振り込む方法により支払う。

３ 定額委託業務費以外の費用の額についても、管理委託契約書において内訳を明示す

るものとする。

４ マンション管理業者が管理事務を実施するのに伴い必要となる水道光熱費、通信費、

消耗品費等の諸費用は、マンション管理業者が負担する。

４



【問 ８】 宅地建物取引業者（宅地建物取引業法（昭和２７年法律第１７６号）第２条第

３号に規定する者をいう。以下、本試験問題において同じ。）が、管理組合の組合

員から、当該組合員が所有する専有部分の売却の依頼を受け、その媒介等の業務の

ために、マンション管理業者に確認を求めてきた場合の当該管理組合に代わって行

うマンション管理業者の対応に関する次の記述のうち、マンション標準管理委託契

約書の定めによれば、最も不適切なものはどれか。

１ マンション管理業者が提供・開示できる範囲は、原則として管理委託契約書に定め

る範囲となるため、一般的にマンション内の事件、事故等の情報は、当該組合員又は

管理組合に確認するよう求めるべきである。

２ 当該専有部分の修繕の実施状況について開示を求めてきたときは、書面をもって開

示するものとする。

３ 管理組合の修繕積立金積立総額並びに管理費及び修繕積立金等の滞納額について開

示を求めてきたときは、書面をもって開示するものとする。

４ 管理費等の改定の予定及び修繕一時金の徴収の予定並びに大規模修繕の実施予定

（理事会で改定等が決議されたものを含む。）がある場合には、これらも開示する情報

に含め、書面をもって開示するものとする。

５



【問 ９】 マンション標準管理委託契約書における出納業務及び会計業務に関する次

の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１ マンション管理業者は、管理組合の会計に係る管理費等の出納簿や支出に係る証拠

書類等を整備、保管し、当該管理組合の定期総会終了後、遅滞なく、当該管理組合に

引き渡さなければならない。

２ 保証契約を締結して管理組合の収納口座と管理組合の保管口座を設ける場合、保管

口座については当該口座に係る通帳、印鑑等の保管者を管理委託契約書に明記しなけ

ればならないが、収納口座についてはその必要はない。

３ マンション管理業者は、毎月、管理組合の収支状況及び収納状況が確認できる書面

を作成し、管理業務主任者（マンション管理適正化法第２条第９号に規定する者をい

う。以下、本試験問題において同じ。）をして管理組合に報告させなければならない。

４ マンション管理業者は、管理組合の管理規約等の定め若しくは総会決議、組合員名

簿若しくは組合員異動届又は専用使用契約書に基づき、毎月、組合員別管理費等負担

額一覧表を管理組合に提出しなければならない。

【問 １０】 マンションの管理費の支払債務の消滅時効に関する次の記述のうち、民法

の規定によれば、正しいものはどれか。

１ 管理費の支払債務は、区分所有者が支払期の到来したことを知らなくても、その支

払期が到来した時から時効が進行する。

２ マンションの区分所有者全員が、「管理費債務の消滅時効の主張はしない」旨の文

書をあらかじめ管理組合に提出している場合、各区分所有者は時効を主張することが

できない。

３ 管理費の滞納者が死亡し、その相続人が当該区分所有権を承継した場合は、管理費

債務の時効は、その承継により中断する。

４ 管理費の滞納者が、破産手続開始決定を受けた場合は、その決定により時効が中断

する。

６



【問 １１】 民事訴訟法（平成８年法律第１０９号）の「少額訴訟に関する特則」に関す

る次の記述のうち、誤っているものはどれか。

１ 少額訴訟による審理及び裁判を求める旨の申述は、訴えの提起の際にしなければな

らない。

２ 少額訴訟における被告は、反訴を提起することができない。

３ 少額訴訟における被告は、所定の時期までは、当該訴訟を通常の訴訟手続に移行さ

せる旨の申述をすることができる。

４ 少額訴訟の終局判決に不服のある当事者は、その判決をした裁判所に異議を申し立

てることはできないが、地方裁判所に控訴をすることはできる。

【問 １２】 管理組合の会計等に関する次の記述のうち、マンション標準管理規約及び

マンション標準管理規約コメント（単棟型）（平成１６年１月２３日国総動第２３２号・国

住マ第３７号。国土交通省総合政策局長・同住宅局長通知。以下、本試験問題におい

て「マンション標準管理規約」という。）の定めによれば、適切なものはいくつあ

るか。

ア 機械式駐車場を有する場合、駐車場使用料は、管理費及び修繕積立金とは区分し

て経理することもできる。

イ 管理組合の会計処理に関する細則の変更は、理事会の決議だけでできる。

ウ 長期修繕計画の変更は、理事会の決議だけでできる。

エ 駐車場使用料は、その管理に要する費用に充てるほか、修繕積立金として積み立

てる。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ

７



【問 １３】 管理組合の会計及び役員に関する次の記述のうち、マンション標準管理規

約の定めによれば、最も不適切なものはどれか。

１ 管理組合の役員には、管理費等の収納、保管、運用、支出等の会計業務を行うため

に会計担当理事を置くこととしており、その選任は理事の互選による。

２ 管理組合は、借入れが緊急に必要な場合であっても、総会の決議を経なければ、特

別の管理に要する経費に充当するための借入れをすることができない。

３ 監事は、管理組合の業務の執行及び財産の状況について不正があると認めるときは、

理事長の承認を得ずに臨時総会を招集することができる。

４ 管理組合の会計年度の開始後、通常総会において当該年度の収支予算の承認を得る

までの間に、通常の管理に要する経費のうち、経常的であり、かつ、収支予算の承認

を得る前に支出することがやむを得ないと認められる経費の支出が必要になった場合

には、理事長は自らの判断により、その支出を行うことができる。

８



【問 １４】 管理組合における以下の取引に関して、平成２７年３月分の仕訳として最も

適切なものは次のうちどれか。ただし、この管理組合の会計年度は、毎年４月１日

から翌年３月３１日までとし、期中の取引において、企業会計原則に基づき厳格な発

生主義によって経理しているものとする。

（取 引）

平成２７年２月に、増圧直結給水ポンプ設置工事を工事業者Ａに依頼し、同年３月末を

もって工事が完了した。

なお、工事代金は４，０００，０００円であり、同年２月に代金の一部８００，０００円を普通預金か

ら支払い、残額については、同年４月末日に振込により支払うことになっている。

また、同年４月に実施する予定の外壁塗装補修工事に関し、工事費用総額３，０００，０００

円の一部１，０００，０００円を同年３月３１日に工事業者Ｂに対し普通預金から支払った。

１ （借 方） （貸 方）

建物附属設備 ４,０００,０００ 未払金 ４,０００,０００

前払金 １,０００,０００ 普通預金 １,０００,０００

（単位：円）

２ （借 方） （貸 方）

建物附属設備 ４,０００,０００ 前払金 ８００,０００

修繕費 １,０００,０００ 未払金 ３,２００,０００

普通預金 １,０００,０００

３ （借 方） （貸 方）

建物附属設備 ４,０００,０００ 前払金 ８００,０００

修繕費 ３,０００,０００ 未払金 ３,２００,０００

普通預金 ３,０００,０００

４ （借 方） （貸 方）

建物附属設備 ４,０００,０００ 前払金 ８００,０００

前払金 １,０００,０００ 未払金 ３,２００,０００

普通預金 １,０００,０００

９



【問 １５】 管理組合における以下の取引に関して、平成２７年３月分の仕訳として最も

適切なものは次のうちどれか。ただし、この管理組合の会計年度は、毎年４月１日

から翌年３月３１日までとし、期中の取引において、企業会計原則に基づき厳格な発

生主義によって経理しているものとする。

（取 引）

平成２７年３月３１日に、管理組合の普通預金口座に組合員から合計１，８６０，０００円の入金

があった。入金の内訳は以下のとおりである。なお、３月分の管理費等の未収入金は、

管理費８０，０００円、修繕積立金４０，０００円であった。

１ 管理費入金内訳

� 平成２７年２月以前分 １００，０００円

� 平成２７年３月分 ２２０，０００円

� 平成２７年４月分 ９２０，０００円 小計 １，２４０，０００円

２ 修繕積立金入金内訳

� 平成２７年２月以前分 ５０，０００円

� 平成２７年３月分 １１０，０００円

� 平成２７年４月分 ４６０，０００円 小計 ６２０，０００円

合計 １，８６０，０００円
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１ （借 方） （貸 方）

普通預金 １,８６０,０００ 未収入金 １５０,０００

未収入金 １２０,０００ 管理費収入 ３００,０００

修繕積立金収入 １５０,０００

前受金 １,３８０,０００

（単位：円）

２ （借 方） （貸 方）

普通預金 １,８６０,０００ 未収入金 １５０,０００

管理費収入 ２２０,０００

修繕積立金収入 １１０,０００

前受金 １,３８０,０００

３ （借 方） （貸 方）

普通預金 ４８０,０００ 未収入金 １５０,０００

未収入金 １２０,０００ 管理費収入 ３００,０００

修繕積立金収入 １５０,０００

４ （借 方） （貸 方）

普通預金 １,７１０,０００ 管理費収入 ３００,０００

未収入金 １２０,０００ 修繕積立金収入 １５０,０００

前受金 １,３８０,０００
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【問 １６】 管理組合の税務の取扱いに関する次の記述のうち、法人税法（昭和４０年法

律第３４号）及び消費税法（昭和６３年法律第１０８号）によれば、最も適切なものはど

れか。

１ 法人税法上、管理組合がマンション敷地内で行う駐車場業は、組合員以外の第三者

が利用する場合であっても非収益事業となるため、課税されない。

２ 消費税法上、管理組合の支出のうち、管理組合が雇用している従業員の給与は課税

取引であり、課税対象となる。

３ 消費税法上、管理組合が納税義務者か否かを判定する場合の基準期間の課税売上高

とは、前々事業年度の課税売上高のことである。

４ 消費税法上、基準期間における収入が１，１００万円（内訳は管理費等が９００万円、マン

ション敷地内の組合員利用に基づく駐車場収入が１５０万円、マンション敷地内の施設

を第三者に使用させた使用料が５０万円）であり、かつ基準期間以降における収入の内

訳及びそれぞれの金額が同一であって、給与等支払額がない場合、当事業年度におい

ては、納税義務は免除されない。

【問 １７】 鉄筋コンクリート造に関する次の記述のうち、建築基準法（昭和２５年法律

第２０１号）によれば、誤っているものはどれか。

１ 主筋の継手の重ね長さは、継手を構造部材における引張力の最も小さい部分以外の

部分に設ける場合にあっては、国土交通大臣が定めた構造方法を用いる場合を除き、

主筋の径の１０倍以上としなければならない。

２ コンクリートの養生における温度管理については、凝結及び硬化を促進するための

特別の措置を講じない場合、コンクリート打込み中及び打込み後５日間は、コンクリ

ートの温度が２℃を下らないようにしなければならない。

３ 構造耐力上主要な部分であるは
�

り
�

は、複筋ばりとし、これにあばら筋をはりの丈の
がりょう

４分の３（臥梁にあっては３０�）以下の間隔で配置しなければならない。
４ 布基礎の立上り部分を除いた基礎においては、鉄筋に対するコンクリートのかぶり

厚さは、捨コンクリートの部分を除き、６�以上としなければならない（国土交通大
臣が定めた構造方法を用いる部材及び国土交通大臣の認定を受けた部材を除く。）。
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【問 １８】 建築基準法による用語の定義及び面積、高さ等の算定方法に関する次の記

述のうち、正しいものはどれか。

１ 延焼のおそれのある部分とは、防火上有効な公園、広場、川等の空地若しくは水面

又は耐火構造の壁その他これらに類するものに面する部分を除き、隣地境界線、道路

中心線又は同一敷地内の２以上の建築物（延べ面積の合計が５００�以内の建築物は、
１の建築物とみなす。）相互の外壁間の中心線から、１階にあっては５ｍ以下、２階

以上にあっては３ｍ以下の距離にある建築物の部分をいう。

２ 建築物の容積率を算定する場合、専ら防災のために設ける備蓄倉庫の用途に供する

部分の床面積は、当該敷地内の建築物の各階の床面積の合計（同一敷地内に２以上の

建築物がある場合においては、それらの建築物の各階の床面積の合計の和）に５分の１

を乗じて得た面積を限度として、延べ面積には算入されない。

３ 階数の算定において、昇降機塔、装飾塔、物見塔その他これらに類する建築物の屋

上部分又は地階の倉庫、機械室その他これらに類する建築物の部分で、水平投影面積

の合計がそれぞれ当該建築物の建築面積の８分の１以下のものは、当該建築物の階数

に算入しない。

４ 建築面積、建築物の高さ、軒の高さを算定する際の地盤面とは、建築物が周囲の地

面と接する位置の平均の高さにおける水平面をいい、その接する位置の高低差が６ｍ

を超える場合においては、その高低差６ｍ以内ごとの平均の高さにおける水平面をい

う。
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【問 １９】 建築基準法に基づく石綿その他の物質の飛散又は発散に対する衛生上の措

置に関する次の記述のうち、誤っているものはどれか。

１ 建築材料に添加しないこととされている、石綿その他の著しく衛生上有害なものと

して政令で定められている物質は、石綿のみである。

２ 吹付けロックウールでその含有する石綿の重量が当該建築材料の重量の０．０１％を超

えるもの及び吹付け石綿は、建築材料として使用することができない。

３ 居室を有する建築物については、建築材料にクロルピリホスを添加してはならず、

また、あらかじめこれを添加した建築材料についても、国土交通大臣が定めた発散さ

せるおそれがない場合を除き、使用することができない。

４ ホルムアルデヒドの夏季における発散速度が、表面積１�につき毎時０．００５ミリグ
ラムを超えないものとして国土交通大臣の認定を受けた建築材料のみを、居室の内装

の仕上げに用いる場合は、その使用面積に対する制限はない。

【問 ２０】 マンションの給排水設備に関する用語の説明として、最も不適切なものは

どれか。

１ 排水トラップとは、衛生器具又は排水系統中の装置として、その内部に封水部を有

し、排水の流れに支障を与えることなく排水管中の空気が室内に侵入してくることを

阻止することができるものをいう。

２ 破封とは、排水立て管の通気性能不足に起因する吸い出し・はね出し現象や自己サ

イフォン・毛管現象（毛細管現象）・蒸発などにより封水が破れる現象をいう。

３ バキュームブレーカとは、水使用機器において、吐水した水又は使用した水が逆サ

イフォン作用により上水系統へ逆流するのを防止するための止水弁をいう。

４ ウォータハンマとは、水撃作用ともいい、管内水流を急に締め切ったときに、水流

の慣性で管内に衝撃・振動水圧が発生する現象をいう。
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【問 ２１】 マンションの受水槽に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１ 受水槽の水位は、水道から受水槽への給水系統に主弁と副弁で構成される定水位弁

を設けて制御する。

２ 受水槽を、耐力壁などの面に接して堅固に固定することは禁止されている。

３ 受水槽の水を給水ポンプにより建物内の必要な箇所へ直送する方式は、超高層マン

ションにも使われる。

４ 受水槽の有効容量は、１日予想給水量の３倍とすることが望ましい。

【問 ２２】 マンションの電気設備に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれ

か。

１ 小出力発電設備に該当する設備のうち、太陽電池発電設備は、燃料電池発電設備と

比較して、出力が大きいものまで認められている。

２ マンション内の電気工作物が自家用電気工作物に該当する場合には、当該電気工作

物の設置者は、必ず電気主任技術者を選任しなければならない。

３ マンションの敷地内に電柱を設け、柱上変圧器を通じて供給を受けようとする場合、

供給可能な最大電力には制限がある。

４ マンションの敷地内に電力会社用の専用借室を設けて６００ボルト以下の電圧で受電

し、その電気を当該マンションの敷地内で使用するための電気工作物は、一般用電気

工作物に該当する。
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【問 ２３】 非常用照明装置及び誘導灯に関する次の記述のうち、建築基準法及び消防

法（昭和２３年法律第１８６号）によれば、最も適切なものはどれか。

１ 非常用照明装置については消防法、誘導灯については建築基準法により、それぞれ

設置基準が定められている。

２ 誘導灯については、光源の種類としては白熱灯と蛍光灯に限られ、ＬＥＤランプは

認められていない。

３ 非常用照明装置については、直接照明、間接照明を問わず、床面から１ｍの高さに

おいて１ルクス以上の照度を確保しなければならない。

４ 非常用照明装置については、停電時の予備電源として蓄電池を用いる場合は、充電

を行うことなく３０分間継続して点灯するものでなければならない。

【問 ２４】 エレベーターに関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

１ 乗用エレベーター（人荷共用エレベーターを含み、寝台用エレベーターを除く。）

は、かごの床面積が大きくなるほど、単位面積当たりの積載荷重が小さい値になるよ

う、建築基準法施行令で定められている。

２ 乗用のトラクション方式ロープ式で機械室がないエレベーターでは、定格速度が毎

分６００ｍ以上の高速なものが既に普及している。

３ 近年の地震による閉じ込め事故の多発が契機となり、エレベーターの構造等に関す

る建築基準法施行令等の改正により、新築建物のエレベーターには地震時管制運転装

置を設けなければならないこととなった。

４ エレベーターの保守契約にはＦＭ（フルメンテナンス）契約とＰＯＧ（パーツ・オ

イル・グリース）契約があるが、マンション標準管理委託契約書では、ＦＭ契約によ

ることとされている。
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【問 ２５】 エネルギーの使用の合理化等に関する法律（昭和５４年法律第４９号）に関す

る次の記述のうち、誤っているものはどれか。

１ 建築物の所有者（所有者と管理者が異なる場合にあっては、管理者）は、建築物に

係るエネルギーの使用の合理化に資するよう努めるとともに、電気の需要の平準化に

資するよう努めなければならない。

２ 特定建築物の改築を行おうとする者は、エネルギーの使用の合理化等に関する措置

について、第１種特定建築物に限り、当該改築に係る部分の床面積にかかわらず所管

行政庁への届出が定められている。

３ エネルギーの使用の合理化を図ることが必要な特定熱損失防止建築材料（いわゆる

建材トップランナー制度の対象の建築材料）として、断熱材、サッシ、複層ガラスが

定められている。

４ 一戸建ての住宅及び共同住宅等については、建築主等に対して、「外壁、窓等を通

しての熱の損失の防止に関する基準」並びに「単位住戸及び共同住宅等全体の一次エ

ネルギー消費量の基準」へ適合する措置を講ずることが定められている。

【問 ２６】 建築基準法に基づいて実施されたマンションの定期調査・検査の内容又は

方法として、最も不適切なものはどれか。

１ 外壁仕上げのタイルについて、手の届く範囲をテストハンマーで打診し、その他の

部分については双眼鏡等を使用して目視により、異常がないことを確認した。

２ 各階の主要な防火戸について、３年以内に実施した最新の点検記録があったため、

閉鎖又は作動の状況をその記録のみにより確認した。

３ 可視状態にある免震装置について、３年以内に実施した最新の点検記録があったた

め、劣化及び損傷の状況をその記録のみにより確認した。

４ 非常用照明装置の予備電源について、予備電源への切替え及び器具の点灯の状況を

確認した。
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【問 ２７】 マンションの大規模修繕工事の工事監理を行う場合における、工事監理者

の業務内容に関する次の記述のうち、「建築士法第２５条の規定に基づき、建築士事

務所の開設者がその業務に関して請求することのできる報酬の基準」（平成２１年国土

交通省告示第１５号）において、工事監理に関する標準業務として示されていないも

のはどれか。なお、本問において、建築主は管理組合とする。

１ 工事監理の着手に先立って、工事監理体制その他工事監理方針について建築主に説

明すること。

２ 工事施工者から提出される工事請負契約書の適否を合理的な方法により検討し、設

計者に報告すること。
ごびゅう

３ 設計図書の内容を把握し、設計図書に明らかな、矛盾、誤�、脱漏、不適切な納ま
り等を発見した場合には、建築主に報告し、必要に応じて建築主を通じて設計者に確

認すること。

４ 工事と設計図書との照合及び確認の結果、工事が設計図書のとおりに実施されてい

ないと認めるときは、直ちに、工事施工者に注意を与え、工事施工者がこれに従わな

いときは、その旨を建築主に報告すること。

【問 ２８】 給水設備の管理・点検に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれ

か。

１ 給水ポンプに空気が入るとポンプが空転して送水しなくなり、電流計の値及び圧力

計器の値が正常値より高くなるので、あらかじめ正常値を把握しておく。

２ 給水配管が水道メーターやバルブなどの砲金製部材と接触する部分は、腐食しやす

く漏水が発生しやすい場所なので、注意して確認する。

３ 水槽回りは、漏水の有無やマンホールの施錠、オーバーフロー管の防虫網などの点

検を行う。

４ 受水槽のオーバーフロー管の排水口や水栓の吐水口は、適切な排水口空間、吐水口

空間が確保されていることを確認する。
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【問 ２９】 共用部分の管理、変更又は規約の変更における特別の影響に関する次の記

述のうち、区分所有法によれば、最も不適切なものはどれか。

１ １住戸１議決権の定めを１区分所有者１議決権とする規約に変更する場合、２住戸

以上を所有する区分所有者がいるときは、その区分所有者の承諾が必要である。

２ １０１号室前の敷地に防災用倉庫を新設するには、区分所有者及び議決権の各４分の

３以上の多数による集会の決議が必要であり、さらに工事期間中の騒音が１０１号室に

及ぶ場合には、その影響の程度にかかわらず、その区分所有者の承諾が必要である。

３ １０１号室前の共用廊下に管理組合の掲示板を設置するには、区分所有者及び議決権

の各過半数の集会の決議で足り、１０１号室の使用に影響が生じないときは、その区分

所有者の承諾は不要である。

４ 共用部分の変更に関する決議要件のうち、区分所有者の定数を４分の３以上から過

半数とする規約に変更するには、区分所有者及び議決権の各４分の３以上の多数によ

る集会の決議が必要であるが、この場合、２住戸以上を所有する区分所有者がいると

きでも、その区分所有者の承諾を得る必要はない。

【問 ３０】 管理組合法人に関する次の記述のうち、区分所有法の規定及び判例によれ

ば、正しいものはどれか。

１ 管理組合法人は、その設立登記によって、その事務に関し、区分所有者のために原

告又は被告となることができる。

２ 理事は、規約又は集会の決議によって禁止されていないときに限り、配偶者又は１

親等の親族のみに特定の行為の代理を委任することができる。

３ 全ての専有部分が１人の区分所有者に帰属することになった場合、管理組合法人は

解散したものとみなされる。

４ 代表理事が、個人として、管理組合法人名義の土地を購入する場合は、その価格が

適正なものであっても、監事が管理組合法人を代表する必要がある。
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【問 ３１】 総会の議事録に関する次の記述のうち、マンション標準管理規約の定めに

よれば、最も不適切なものはどれか。

１ 議長は、総会が開催された日から２か月以内に、議事録を作成しなければならない。

２ 理事長は、組合員又は利害関係人の書面による閲覧請求があったときは、閲覧の理

由が記載されていなくても、議事録を閲覧させなければならない。

３ 理事長は、所定の掲示場所に、議事録の保管場所を掲示しなければならない。

４ 総会に出席しなかった組合員は、議事録に署名押印することはできない。

【問 ３２】 団地内での総会決議に関する次の記述のうち、マンション標準管理規約及

びマンション標準管理規約コメント（団地型）（平成１６年１月２３日国総動第２３２号・

国住マ第３７号。国土交通省総合政策局長・同住宅局長通知。）の定めによれば、最

も適切なものはどれか。

１ Ａ棟の外壁の補修工事を行う場合、団地総会の決議のみでＡ棟の修繕積立金を取り

崩すことができる。

２ Ｂ棟の区分所有者が、専有部分を暴力団事務所として利用することを止めない場合、

区分所有法第５９条の競売請求の訴訟を提起するには、団地総会の決議を経なければな

らない。

３ 修繕積立金の保管及び運用方法については、団地修繕積立金は団地総会の決議を、

各棟修繕積立金は各棟総会の決議を、それぞれ経なければならない。

４ 団地の集会所を増改築してキッズルームとしても利用するために、団地修繕積立金

を取り崩すには、団地総会の決議及び各棟総会の決議を経なければならない。
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【問 ３３】 次の記述のうち、区分所有法によれば、規約の定めとして効力を有しない

ものはどれか。

１ 各専有部分に属する排水枝管を管理組合が定期的に点検・補修を行うと定めること。

２ 各住戸の専有部分の床面積に差異が少ない場合に、共用部分に対する各区分所有者

の共有持分の割合を、全住戸均等に配分すると定めること。

３ 各住戸の専有部分の床面積に差異が少ない場合に、総会における議決権割合を、議

決権の過半数による決議事項については１住戸１議決権、議決権の４分の３以上の多

数による決議事項については専有部分の床面積割合と定めること。

４ 管理者は、毎年１回一定の時期にその事務に関する報告をしなければならないが、

当該報告を各区分所有者に郵送又は電子メールで送信することにより、総会での報告

に代えることができると定めること。
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【問 ３４】 管理組合の管理行為に関する次の記述のうち、マンション標準管理規約の

定めによれば、不適切なものはいくつあるか。

ア 管理組合は、計画修繕、不測の事故その他特別の事由により必要となる修繕、敷

地及び共用部分等の変更、建替えに係る合意形成に必要となる事項の調査費用、そ

の他敷地及び共用部分等の管理に関し、区分所有者全体の利益のために特別に必要

となる管理のためには、修繕積立金を取り崩すことができる。

イ 管理組合は、計画修繕、不測の事故その他特別の事由により必要となる修繕、敷

地及び共用部分等の変更、建替えに係る合意形成に必要となる事項の調査費用、そ

の他敷地及び共用部分等の管理に関し、区分所有者全体の利益のために特別に必要

となる管理のためには、借入れをすることができる。

ウ 管理組合は、収支決算の結果、管理費に余剰が生じた場合、区分所有者から返還

の求めがあるときは、負担割合に応じて返還することができる。

エ 管理組合は、修繕積立金に充当するため、建物の屋上部分の一部を携帯電話会社

に賃貸することができる。

１ 一つ

２ 二つ

３ 三つ

４ 四つ
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【問 ３５】 規約に別段の定めがない場合、敷地及び共用部分等の共有持分の割合に関

する次の記述のうち、民法、区分所有法及びマンション標準管理規約によれば、最

も不適切なものはどれか。

１ 共有持分の割合を計算する場合、一部共用部分の床面積は、これを共用すべき各区

分所有者の専有部分の床面積の割合により配分されて、それぞれの区分所有者の専有

部分の床面積に算入される。

２ 敷地については、公正証書によりその共有持分の割合が定まっている場合、それに

合わせる必要がある。

３ 共有持分の割合の基準となる面積は、マンション標準管理規約によれば、壁心計算

による。

４ 建替え決議に基づき建物が取り壊された場合には、一時的に土地についての民法の

共有関係が生じるので、共有持分の割合についても民法の規定に従う。

【問 ３６】 団地内の建物の一括建替え決議において示さなければならない事項として、

区分所有法において規定されていないものは、次のうちどれか。

１ 建替えをしないとした場合における当該建物の効用の維持又は回復をするのに要す

る費用の額及びその内訳

２ 再建団地内敷地の一体的な利用についての計画の概要

３ 団地内建物の全部の取壊し及び再建団地内建物の建築に要する費用の分担割合

４ 施工業者に関する事項
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【問 ３７】 計画修繕を怠っていたために、マンションの外壁が老朽化により落下して

通行人に大けがをさせた場合の損害賠償責任について、当該マンションの理事会に

おける各理事の意見のうち、民法及び区分所有法の規定によれば、誤っているもの

はどれか。

１ 理事Ａ 「当組合は管理組合法人なので、まずは、管理組合法人の財産によって損

害賠償をしなければなりません。」

２ 理事Ｂ 「管理組合法人の財産には、各区分所有者の共有に属する建物の共用部分、

附属施設、附属建物、敷地等の他、管理組合法人名義で有する不動産、動

産、金銭、権利一切が含まれることになります。」

３ 理事Ｃ 「もし、管理組合法人の財産でまかなえない場合、その残債務については、

全区分所有者で負うことになります。」

４ 理事Ｄ 「ただし、Ｃ理事の言われる残債務は金銭債務であるため、原則として、

各区分所有者の共用部分の持分の割合に応じて、分割された債務となり、

各区分所有者はその分割された範囲で無限責任を負うことになります。」

【問 ３８】 区分所有者間に生じる債権に関する次の記述のうち、民法及び区分所有法

の規定によれば、誤っているものはどれか。

１ 区分所有者は、規約又は集会の決議により他の区分所有者に対して有する債権につ

いて、その債務者の区分所有権及び建物に備え付けた動産の上に先取特権を有する。

２ 区分所有者は、共用部分、建物の敷地又は共用部分以外の建物の附属施設につき他

の区分所有者に対して有する債権について、その債務者の区分所有権及び建物に備え

付けた動産の上に先取特権を有する。

３ 区分所有者が、規約又は集会の決議により他の区分所有者に対して有する債権につ

いて、その債務者の区分所有権の上に有する先取特権は、規約又は集会の決議で承継

する旨を定めた場合にのみ、特定承継人にもその効力が及ぶ。

４ 区分所有者が、共用部分、建物の敷地又は共用部分以外の建物の附属施設につき他

の区分所有者に対して有する債権について、債務者の区分所有権の上に有する先取特

権は、その順位と効力については、共益費用の先取特権として扱われる。
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【問 ３９】 次の記述のうち、判例によれば、正しいものの組合せはどれか。

ア 甲マンションにおいて、これまでにペットの飼育に関する規約がなかった場合に、

盲導犬等を除いて犬や猫などのペットの飼育を禁止する旨の規約を設定することは、

その飼育による実害の発生又はその発生の蓋然性がないときでも許される。

イ 乙マンションの区分所有者が、業務執行に当たっている管理組合の役員らをひぼ

う中傷等することによって管理組合の業務の遂行や運営に支障を生じさせた場合に

は、区分所有法に定める「区分所有者の共同の利益に反する行為」に該当する余地

がある。

ウ 丙マンションの建物内の倉庫部分について、構造上及び利用上の独立性があって

も、当該倉庫部分の一部に他の区分所有者のための共用設備が設置されている場合

には、当該倉庫部分が専有部分となる余地はない。

エ 丁建物について、区分所有建物である旨の登記が可能であるにもかかわらず、区

分所有建物ではない１棟の建物としての登記がなされた場合には、丁建物は「区分

所有建物ではない建物」とみなされるので、その後、これにつき区分所有建物であ

る旨の登記をすることはできない。

１ ア・イ

２ ア・ウ

３ イ・エ

４ ウ・エ

２５



【問 ４０】 マンションの分譲業者が買主に対して特約として行うアフターサービスと、

売主の瑕疵担保責任についての民法及び宅地建物取引業法の規定に関する次の記述

のうち、最も適切なものはどれか。

１ 宅地建物取引業者である売主が、宅地建物取引業者でない買主に新築マンションの

住戸を売却する場合において、アフターサービスの期間を引渡しの日から３年間と定

めた場合は、売主は瑕疵担保責任を負わない旨の特約をすることができる。

２ アフターサービスの対象となる部位は、住戸内の内装や各種の設備に限られ、構造

耐力上主要な部分及び雨水の浸入を防止する部分は含まれないことが多い。

３ 宅地建物取引業者である売主が、宅地建物取引業者でない買主に新築マンションの

住戸を売却する場合において、「売主は、当該住戸を引き渡した日から１年間瑕疵担

保責任を負う」旨の特約をしても、当該特約は無効である。

４ 民法では、売主の瑕疵担保責任の内容として、修補が可能な場合には修補、修補が

できない場合には当該瑕疵に対する損害賠償、瑕疵のために契約目的を達成すること

ができないときには契約の解除が定められている。

【問 ４１】 Ａが、Ｂからマンションの住戸を購入した場合、その住戸の瑕疵に関する

次の記述のうち、民法の規定によれば、誤っているものはどれか。なお、ＡとＢは、

ともに宅地建物取引業者ではない個人とする。

１ ＡＢ間の売買契約書に、「Ｂは瑕疵担保責任を負わない」旨の特約が設けられてい

た場合であっても、Ｂがその存在を知りながらＡに告げなかった瑕疵については、そ

の責任を免れることができない。

２ Ａが通常の注意をすれば知ることのできた瑕疵については、ＡはＢに対し瑕疵担保

責任を追及することができない。

３ ＡＢ間の売買契約書に、瑕疵担保に関する規定が設けられていなかったときは、Ａ

はＢに対し瑕疵担保責任を追及することができない。

４ ＡＢ間の売買契約書に、「瑕疵の修補請求のみでき、損害賠償請求はできない」旨

の特約が設けられていたときは、ＡはＢに対し損害賠償請求ができない。
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【問 ４２】 マンション建替組合（以下、本問において「組合」という。）に関する次

の記述のうち、マンションの建替え等の円滑化に関する法律（平成１４年法律第７８

号）の規定によれば、正しいものはどれか。

１ マンション建替事業を施行することができるのは、組合のみである。

２ 組合の組合員となることができる者は、そのマンションの区分所有者又はその包括

承継人に限られる。

３ 組合は、建替えに参加しない旨を回答した区分所有者（その承継人を含み、その後

に建替え合意者等となった者を除く。）に対し、区分所有権及び敷地利用権を時価で

売り渡すべきことを請求することができる。

４ 組合において権利変換計画及びその変更を行うときは、組合員の議決権及び持分割

合の各４分の３以上の総会決議で決する。

【問 ４３】 次の記述のうち、個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）に

よれば、正しいものはどれか。

１ 個人情報取扱事業者であるマンション管理業者は、個人情報を取得した場合は、あ

らかじめその利用目的を公表している場合であっても、必ず、速やかに、その利用目

的を、本人に通知しなければならない。

２ マンションの防犯カメラに映る映像は、特定の個人が識別できるものであっても、

「個人情報」には該当しない。

３ 個人情報取扱事業者であるマンション管理業者が、管理組合と締結した管理受託契

約に基づいて保有している組合員の個人情報は、個人情報取扱事業者としての義務の

対象とはならない。

４ 管理組合の組合員の氏名が記載されている組合員名簿が、コンピュータに入力され

ておらず、紙面で作成されている場合であっても、五十音順など一定の規則に従って

整理・分類され、容易に検索できるような場合には、その名簿は「個人情報データベ

ース等」に該当する。
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【問 ４４】 区分所有者であるＡが、自己所有のマンションの専有部分を、居住目的で、

借主であるＢと期間３年の定期建物賃貸借契約（以下、本問において「本件契約」

という。）を締結した場合に関する次の記述のうち、民法及び借地借家法の規定に

よれば、正しいものはどれか。

１ 賃貸借は諾成契約であるので、本件契約の締結には、当事者の口頭による合意があ

れば足り、書面の作成は不要である。

２ Ａは、本件契約の締結に先立って、Ｂに対し、当該賃貸借は契約の更新がなく、契

約期間の満了により終了することについて、その旨を記載した書面を交付して説明し

なければならない。

３ Ａは、本件契約の期間が満了する１年前から６月前までの間に、Ｂに対し、本件契

約が終了する旨の通知をしなければならず、この通知は書面でしなければ効力を生じ

ない。

４ 本件契約の期間が満了する前に、Ｂが死亡した場合、Ｂに相続人がいる場合でも、

本件契約は終了する。

【問 ４５】 宅地建物取引業者であるＡが自ら売主として、宅地建物取引業者ではない

Ｂ、又は宅地建物取引業者であるＣとの間で、Ａ所有のマンションの住戸の売買を

行う場合に、宅地建物取引業法第３５条の規定により行う重要事項の説明に関する次

の記述のうち、正しいものはどれか。

１ Ａは、当該マンションが昭和５６年５月３１日以前に新築の工事に着手したものである

ときは、自らその耐震診断を実施した上で、その報告書を重要事項説明書に添付しな

ければならない。

２ Ａは、当該マンションが住宅性能評価を受けた新築マンションであるときは、その

旨を説明する必要がある。

３ Ａは、Ｂの自宅においては、重要事項の説明を行うことができない。

４ Ａは、Ｃに対しては、重要事項の説明を省略することができる。

２８



【問 ４６】 マンションの管理の適正化に関する指針（平成１３年国土交通省告示第１２８８

号）に関する次の記述のうち、最も不適切なものはどれか。

１ マンションが団地を構成する場合には、棟ごとに管理組合が組織されるため、全棟

の連携よりも各棟固有の事情を優先して、管理組合の運営をすることが重要である。

２ マンションの区分所有者等は、マンションの居住形態が戸建てのものとは異なり、

相隣関係等に配慮を要する住まい方であることを十分に認織し、その上で、マンショ

ンの快適かつ適正な利用と資産価値の維持を図るため、管理組合の一員として、進ん

で、集会その他の管理組合の管理運営に参加するとともに、定められた管理規約、集

会の決議等を遵守する必要がある。

３ マンションの管理の主体は、マンションの区分所有者等で構成される管理組合であ

り、管理組合は、マンションの区分所有者等の意見が十分に反映されるよう、また、

長期的な見通しを持って、適正な運営を行うことが重要である。

４ 専有部分の賃借人等の占有者は、建物又はその敷地若しくは附属施設の使用方法に

つき、マンションの区分所有者等が管理規約又は集会の決議に基づいて負う義務と同

一の義務を負うことに十分に留意することが重要である。
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【問 ４７】 マンション管理業者が行う、マンション管理適正化法第７３条の規定に基づ

く契約の成立時の書面の交付に関する次の記述のうち、マンション管理適正化法の

規定によれば、正しいものはどれか。

１ マンション管理業者は、マンション管理適正化法第７３条の規定により、同条第１項

各号に定める事項を記載した書面を作成するときは、専任の管理業務主任者をして、

当該書面に記名押印させなければならない。

２ マンション管理業者は、管理組合から管理事務の委託を受けることを内容とする契

約を締結した場合において、当該管理組合に管理者等（マンション管理業者が当該管

理組合の管理者等である場合を除く。）が置かれているときは、当該管理組合の管理

者等に対して、遅滞なく、マンション管理適正化法第７３条第１項各号に定める事項を

記載した書面を交付すれば足り、当該管理組合を構成する区分所有者等全員に対し、

当該書面を交付する義務はない。

３ マンション管理業者は、管理組合から管理事務の委託を受けることを内容とする契

約を締結した場合において、自らが当該管理組合の管理者等であるときは、当該管理

組合を構成するマンションの区分所有者等全員に対し、遅滞なく、マンション管理適

正化法第７３条第１項各号に定める事項を記載した書面を交付するとともに、当該書面

を当該管理組合を構成するマンションの区分所有者等の見やすい場所に掲示しなけれ

ばならない。

４ マンション管理業者は、新たに建設されたマンションに関し、管理組合から管理事

務の委託を受けることを内容とする契約であって、当該マンションの建設工事の完了

の日から１年を経過する日までの間に契約期間が満了するものを締結した場合には、

管理組合の管理者等（マンション管理業者が当該管理組合の管理者等である場合を除

く。）に対し、マンション管理適正化法第７３条の規定に基づく契約の成立時の書面を

交付する義務はない。

３０



【問 ４８】 マンション管理業者が行う、マンション管理適正化法第７７条の規定に基づ

く管理事務の報告に関する次の記述のうち、マンション管理適正化法によれば、正

しいものはどれか。

１ マンション管理業者は、管理事務に関する報告を行うときは、報告の対象となる期

間、管理組合の会計の収入及び支出の状況並びに管理受託契約の内容に関する事項を

記載した管理事務報告書を管理業務主任者をして作成させ、当該書面に記名押印させ

なければならない。

２ マンション管理業者は、管理事務の委託を受けた管理組合に管理者等が置かれてい

るときは、マンション管理業者の事業年度終了後、遅滞なく、当該管理者等に対し、

管理業務主任者をして、当該管理事務に関する報告をさせなければならない。

３ マンション管理業者は、管理事務の委託を受けた管理組合に管理者等が置かれてい

ないときは、区分所有者等に対し当該管理事務に関する報告を行うための説明会を開

催しなければならないが、この場合、当該説明会の開催日の１週間前までに、説明会

の開催日時及び場所について、当該マンションの区分所有者等の見やすい場所に掲示

しなければならない。

４ マンション管理業者は、マンション管理適正化法施行規則第８７条第５項に規定する

月次の管理組合の会計の収入及び支出の状況に関する書面を、毎月、当該管理組合の

管理者等に対して交付し、説明しているときは、管理事務に関する報告については、

当該管理組合の会計の収入及び支出の状況以外の管理受託契約の内容等について行え

ば足りる。

３１



【問 ４９】 管理業務主任者に関する次の記述のうち、マンション管理適正化法によれ

ば、正しいものはどれか。

１ 管理業務主任者登録簿に、氏名、生年月日その他必要な事項を登載された者は、登

録の更新申請を行わなければ、登録日以後５年をもってその登録の効力を失う。

２ マンション管理業者は、管理組合から委託を受けた管理事務について、管理業務主

任者をして帳簿を作成させなければならない。

３ マンション管理業者ＡのＢ事務所は、人の居住の用に供する独立部分（区分所有法

第１条に規定する建物の部分をいう。以下、本問において「独立部分」という。）が

６以上である３０の管理組合及び独立部分が５以下である３０の管理組合の計６０の管理組

合から委託を受けて管理事務を行っているが、この場合において、当該Ｂ事務所には、

成年者である専任の管理業務主任者を２名設置しなければならない。

４ 管理業務主任者は、登録を受けている事項のうち、転職によりその業務に従事して

いたマンション管理業者に変更があったときは、遅滞なく、その旨を国土交通大臣に

届け出なければならないが、この場合において、管理業務主任者証を添えて提出し、

その訂正を受ける必要はない。

【問 ５０】 マンション管理業者に課せられている義務に関する次の記述のうち、マン

ション管理適正化法によれば、誤っているものはどれか。

１ マンション管理業者は、マンション管理業者登録簿に登録を受けている事項のうち、

登録年月日及び登録番号以外の事項について変更があった場合には、その日から３０日

以内に国土交通大臣に届け出なければならない。

２ マンション管理業者は、管理組合から委託を受けた管理事務のうち、基幹事務につ

いては、その一部であっても他人に委託してはならない。

３ マンション管理業者は、当該マンション管理業者の業務状況調書、貸借対照表及び

損益計算書又はこれらに代わる書面をその事務所ごとに備え置き、その備え置かれた

日から起算して３年を経過する日までの間、当該事務所の営業時間中、その業務に係

る関係者の求めに応じ、これを閲覧させなければならない。

４ マンション管理業者は、その事務所ごとに、公衆の見やすい場所に、「登録番号」、

「登録の有効期間」、「商号、名称又は氏名」、「代表者氏名」、「この事務所に置かれて

いる専任の管理業務主任者の氏名」、「主たる事務所の所在地（電話番号を含む。）」が

記載された標識を掲げなければならない。
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